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事業計画書
１　企業概要

（1） 設立年月日　　　　　　
（2） 資本金及び出資金　　　
（3） 業種　　　　　　　　　
（4） 主要生産品目、業務等　
（５）既設事業所等の概要　　
	名　称
	所　　在　　地
	雇用者数

（正社員数）
	生産品目、業務等
	閉鎖等予定床面積※（㎡）
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　　□　過去２年間、京都市内に事業所を設置していない。
２　補助対象事業の概要

	利用期間
	　　　年　　　月　　　日～　　　年　　　月　　　日　

	利用形態
	

	利用料
	　　円　

	利用人数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人　

	経路
	

	交通費
	片道交通費　　　　　　回数　　　　　　　合計
円　×　　　　　回　＝　　　　　　　円


＊利用料：シェアオフィス等の利用料として支払う経費（入会金、保証金、事務手数料、飲食料及び宿泊料など、
　　　　　通常定額の利用料に含まれないものとして市長が認める経費を除く。）

＊経路：通常勤務する事業所の所在地又は自宅からシェアオフィス等への経路
　□　補助対象期間内に市の取材やアンケート等に応じます。
３　添付書類

（1） シェアオフィス等の所在地の位置図

（2） その他市長が必要と認める書類
□　申請者は、要綱第１０条第２項に掲げる以下の者に該当しません。
　　
お試し立地支援制度用








